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直接目標

地球温暖化による市民生活などへの影響を減らす

主な成果指標

名 称
（指標の出典） 

現     状 
第１期実施計画期間
における目標値 

第２期実施計画期間
における目標値 

第３期実施計画期間
における目標値 

市域の温室効果ガス排
出量の削減割合 
（環境局調べ） 

1990年度比 

▲12.1% 
（平成２５年度暫定値） 

1990年度比

▲20%以上
（平成２９年度） 

1990年度比 

▲25%以上
（平成３２年度） 

1990年度比

▲25%以上
（平成３７年度） 

市民や市内の事業者に
よる環境に配慮した取
組（省エネなど）が進
んでいると思う市民の
割合 
（市民アンケート） 

24.9% 
（平成２７年度） 

26%以上
（平成２９年度） 

28%以上
（平成３３年度） 

30%以上
（平成３７年度） 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○地球温暖化対策
事業 

●「地球温暖化対策推進
計画」に基づく取組の推
進 

●川崎温暖化対策推進会
議（ＣＣ川崎エコ会議）
の運営及びネットワーク
を活用した協働の取組の
推進（H26 ＣＣ川崎エコ
会議会員数：全 99団体） 

●「地球温暖化対策の推
進に関する条例」に基づ
く計画書・報告書制度（対
象事業者は温室効果ガス
排出量削減に向けた計画
書等を提出）の運用及び
事業者への指導・助言 

●優れた環境技術・製品
等を認定・認証する「低
ＣＯ２川崎ブランド」、
「川崎メカニズム認証制
度」の運用・制度の再構
築 
（H26 低ＣＯ２川崎ブラ
ンド認定件数：全 55件） 

●適応策の検討と「気候
変動適応策基本方針」の
検討 

●「気候変動適応策基本
方針」や国の新たな温室
効果ガス削減目標の設定
等の動向を踏まえた、「地
球温暖化対策推進計画」
の改定に向けた検討 

●川崎温暖化対策推進会
議（ＣＣ川崎エコ会議）
の運営及びネットワーク
を活用した協働の取組の
推進（ＣＣ川崎エコ会議
会員数：全 100団体） 

●「地球温暖化対策の推
進に関する条例」に基づ
く計画書・報告書制度（対
象事業者は温室効果ガス
排出量削減に向けた計画
書等を提出）の運用及び
事業者への指導・助言 

●再構築後の優れた環境
技術・製品等の認定・認
証制度の運用、制度及び
認定・認証製品等の広報
の充実など普及に向けた
取組の推進 
（低ＣＯ２川崎ブランド
認定件数：全 70件） 

●「気候変動適応策基本
方針」の策定及び方針に
基づく取組の推進 

●「気候変動適応策基本
方針」や国の新たな温室
効果ガス削減目標の設定
等の動向を踏まえた、「地
球温暖化対策推進計画」
の改定 

●再構築後の優れた環境
技術・製品等の認定・認
証制度の運用、制度及び
認定・認証製品等の広報
の充実など普及に向けた
取組の推進 
（低ＣＯ２川崎ブランド
認定件数：全 80件） 

●適応策の「地球温暖化
対策推進計画」への位置
付けに向けた検討・調整 

●新たな「地球温暖化対
策推進計画」に基づく事
業の推進 

市民・事業者などの多
様な主体の協働によ
り、温室効果ガス削減
の取組（緩和策）ととも
に、温暖化に起因する
異常気象等の気候変
動への適応策を推進
します。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

○環境エネルギー
推進事業  

●「エネルギー取組方針」
の策定 

●「市建築物における環
境配慮標準」の運用によ
る公共施設への環境配慮
技術の導入促進 

●かわさきエコ暮らし未
来館等を活用した環境エ
ネルギー等に関する普及
啓発の実施 
（H26 来館者数：14,866
人） 

●創エネ・省エネ・蓄エ
ネ設備等設置支援事業の
実施 

●「エネルギー取組方針」
に基づく、国のエネル 
ギーシステム改革等を踏
まえた取組の推進 

●「市建築物における環
境配慮標準」の運用によ
る公共施設への環境配慮
技術の導入促進 

●かわさきエコ暮らし未
来館等を活用した環境エ
ネルギー等に関する普及
啓発の実施 
（来館者数：15,000 人以
上） 

●創エネ・省エネ・蓄エ
ネ設備等設置支援事業の
実施 

事業推進 

○次世代自動車普
及促進事業 

●国や近隣自治体と連携
した次世代自動車の普及
促進 

●燃料電池自動車の普及
に向けた水素ステーショ
ン整備の検討、調整等 

●エコドライブの推進 
（H26 エコドライブ講習
会参加者数：67人） 

●国や近隣自治体と連携
した次世代自動車の普及
促進  

●燃料電池自動車の普及
に向けた水素ステーショ
ン整備の検討、調整等 

●エコドライブの推進 
（エコドライブ講習会参
加者数：70人以上） 

●エコドライブの推進 
（エコドライブ講習会参
加者数：75人以上） 

事業推進 

○グリーン・イノ 
ベーション・国際環
境施策推進事業

●「グリーン・イノベー
ション推進方針」に基づ
く取組の推進 

●環境関連技術を有する
企業や国・自治体・支援
機関等で構成し、環境面
での国際貢献や産業の振
興に資する取組を行う
「かわさきグリーンイノ
ベーションクラスター」
の設立（H26 事業者との
研究会等の開催数：6回） 

●「グリーン・イノベー
ション推進方針」に基づ
く取組の推進に向けた、
「かわさきグリーンイノ
ベーションクラスター」
と連携した環境ビジネス
の国内外の展開支援 
（事業者との研究会等の
開催数：6回） 

事業推進

○環境教育推進事
業

●「環境教育・学習基本
方針」の改正 

●小・中学校「環境副読
本」教材作成による普及
啓発 

●人材育成事業（「地域環
境リーダー育成講座」）の
推進 
（H26 地域環境リーダー
数：全 292人） 

●「環境教育・学習基本
方針」に基づく市民活動
団体、事業者等との協
働・連携体制の構築によ
る環境教育の総合的な推
進 

●小・中学校「環境副読
本」教材作成による普及
啓発 

●人材育成事業（「地域環
境リーダー育成講座」）の
推進 
（地域環境リーダー数：
全 310 人以上） 

●人材育成事業（「地域環
境リーダー育成講座」）の
推進 
（地域環境リーダー数：
全 320 人以上） 

事業推進

環境パートナー 
シップかわさき事
業

●環境パートナーシップ
かわさき活動の支援 

●環境パートナーシップ
かわさき活動の支援 

事業推進

低炭素社会の構築や
自立分散型エネル 
ギーの確保に向けて、
創エネ・省エネ・蓄エネ
を組み合わせ、総合
的なエネルギーに関
する取組を推進しま
す。 

本市の強みと特徴で
ある、環境技術・産業
の集積を活かし、国際
貢献を果たすととも
に、次世代の川崎の
活力を生み出し持続
可能な社会を創造して
いきます。 

環境配慮の考え方が
定着することにより、
市民・事業者・行政が
協働して環境保全に
取り組むことができる
よう、教育プログラム、
人材育成、情報発信
を充実します。 

自動車から排出される
温暖化物質の削減に
向け、燃料電池自動
車等の次世代自動車
の普及やエコドライブ
などの取組を推進しま
す。 

市民・事業者・行政か
らなる「環境パートナ
ーシップかわさき」の
開催により、環境問題
対策の協議や情報交
換等を通じて、地域に
おける環境保全活動
を促進します。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

環境功労者表彰事
業

●環境功労者の決定及び
表彰式の開催 

●環境に係る活動の更な
る促進に向けた、ホーム
ページ等の各種媒体を活
用した広報の実施 

●環境功労者の決定及び
表彰式の開催 

●環境に係る活動の更な
る促進に向けた、ホーム
ページ等の各種媒体を活
用した広報の実施 

事業推進 

エコオフィス推進
事業

●環境への負荷の少ない
原材料、部品、製品及び
役務を優先的に購入する
グリーン購入の推進 

●環境配慮契約の推進 

●グリーン電力証書購入
の推進 

●公用車における次世代
自動車の導入 

●エコオフィス管理シス
テムの運用及びシステム
改修の実施 

●電力需給の見通しを踏
まえた節電等の対策の検
討及び実施 

●環境への負荷の少ない
原材料、部品、製品及び
役務を優先的に購入する
グリーン購入の推進 

●環境配慮契約の推進 

●グリーン電力証書購入
の推進 

●公用車における次世代
自動車の導入 

●新たなエコオフィス管
理システムの運用 

●電力需給の見通しを踏
まえた節電等の対策の検
討及び実施 

事業推進 

環境影響評価・環境
調査事業

●「環境影響評価に関す
る条例」に基づく環境影
響評価の手続及び事業者
への指導・助言の実施 

●「環境基本条例」に基
づく環境調査手続の実施 

●「環境影響評価に関す
る条例」に基づく環境影
響評価の手続及び事業者
への指導・助言の実施 

●「環境基本条例」に基
づく環境調査手続の実施 

事業推進

環境総合研究所環
境教育推進事業

●環境に関するセミナー
や生き物観察会等の環境
学習講座の実施 

●環境学習用冊子（「水辺
の生きもの」等）の配布 

●環境に関するセミナー
や生き物観察会等の環境
学習講座の実施 

●環境学習用冊子（「水辺
の生きもの」等）の配布 

事業推進

国際環境技術連携
事業

●ＵＮＥＰなど国際機関
と連携したフォーラムの
開催 

●ＵＮＥＰエコタウンプ
ロジェクトへの協力・支
援 

●瀋陽市環境技術研修生
の受入 

●海外からの環境関連施
設への視察・研修の受入 

●ポータルサイトの運営
による環境技術・研究概
要等の情報発信 

●ＵＮＥＰなど国際機関
と連携したフォーラムの
開催 

●ＵＮＥＰエコタウンプ
ロジェクトへの協力・支
援 

●瀋陽市環境技術研修生
の受入 

●海外からの環境関連施
設への視察・研修の受入 

●ポータルサイトの運営
による環境技術・研究概
要等の情報発信 

事業推進

都市環境研究事業 ●地球温暖化対策に関す
る調査研究の実施 

●ヒートアイランド現象
に関する調査研究の実施 

●調査研究結果に関する
情報発信 

●地球温暖化対策に関す
る調査研究の実施 

●ヒートアイランド現象
に関する調査研究の実施 

●調査研究結果に関する
情報発信 

事業推進 

地域環境の向上等に
顕著な功績のあった
個人・団体を表彰する
とともに、その活動等
について広く情報発信
します。 

市役所からの温室効
果ガス排出量の削減
等に向け環境配慮の
取組を進めます。 

大規模な工事や開発
事業等について、事前
に事業者自らが環境
影響に係る調査・予
測・評価を行うことを
通して、環境配慮を促
す制度を適切に運用
します。 

市民団体や企業など
多様な主体と連携しな
がら、環境問題を理解
するための環境教育・
学習を実施します。 

国連環境計画(ＵＮＥ
Ｐ)や国、国際・研究機
関等と連携しながら、
アジア諸国の環境配
慮への取組の支援を
行うとともに、市内の
環境技術や産学公民
共同研究の概要等に
ついて情報発信を行
います。 

地球温暖化対策やヒ
ートアイランド現象に
関する調査・研究を行
います。 
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事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度

平成 28（2016）
年度 

平成 29（2017）
年度 

平成 30（2018）
年度以降 

産学公民連携事業 ●事業者、大学、研究者、
市民団体等、多様な主体
との連携・協働による環
境技術の研究開発等を行
う共同研究事業の推進 

●共同研究に関する取組
や成果等に関する情報発
信 

●事業者、大学、研究者、
市民団体等、多様な主体
との連携・協働による環
境技術の研究開発等を行
う共同研究事業の推進 

●共同研究に関する取組
や成果等に関する情報発
信 

事業推進 

国際連携・研究推進
事業

●川崎発の環境技術の移
転による国際貢献の推進 

●低炭素社会の構築等に
向けた環境施策に関する
研究の推進 

●環境関連の学会や学会
雑誌等での研究成果の発
表 

●川崎発の環境技術の移
転による国際貢献の推進 

●低炭素社会の構築等に
向けた環境施策に関する
研究の推進 

●環境関連の学会や学会
雑誌等での研究成果の発
表 

事業推進

地域の環境課題の解
決や環境技術の市内
集積などによる環境改
善に向けて、川崎市の
フィールド等を活用し
た産学公民の多様な
主体との連携による取
組を推進します。 

川崎発の環境技術の
移転を通じた国際貢
献等を推進します。 


